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２ 失業等給付関係収支状況 

 
（注）厚生労働省資料に基づき当省が作成した。 

 
 
３ 雇用保険二事業（三事業）関係収支状況 

 
（注）厚生労働省資料による。 
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４ 失業等給付積立金残高と受給者実人員の推移 

 
（注） １ 厚生労働省資料に基づき当省が作成した。 

２ 平成４年度から 20年度までの受給者実人員数は、年度間平均値である。 
３ 平成 21年度については、厚生労働省「労働経済指標」を基に、最新の数値である 10月の受給者実人員を用

いて当省が付した。 

 
５ 完全失業率と有効求人倍率の動向 
 
 

  

  平成 21年度 10月の 

受給者実人員は 85万人 

平成 21年度補正後は、 

４兆 7,868億円の残高 

 

（注）厚生労働省資料に基づき、当省が最新の数値を付した。 

21 年 11 月の完全失業率 5.2％ 

完全失業者数 331 万人 

（過去最高は、21 年７月の 5.7％） 

21 年 11 月の有効求人倍率 0.45％ 

（過去最低は、21 年 7 月,8 月の 0.42 倍） 
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６ 職業相談員一覧（一般会計・雇用保険二事業別）（平成 20年度） 

№ 相談員名 

一

般 

会

計 

二 

事

業 

№ 相談員名 

一

般 

会

計 

二 

事

業 

1 職業相談員(一般担当) ○   28 介護人材給付相談員   ○ 

2 職業相談員(アイヌ担当) ○   29 職業相談員(高年齢者担当)   ○ 

3 職業相談員(寡婦担当) ○   30 就職チューター   ○ 

4 職業相談員(障害者職業相談担当) ○   31 
フリーター常用就職サポーター(地域連

携) 
  ○ 

5 職業相談員(沖縄県広域職業紹介担当) ○   32 高卒就職ジョブサポーター ○ ○ 

6 職業相談員(障害者求人開拓担当) ○   33 職業相談員(学生担当) ○ ○ 

7 雇用保険相談員 ○   34 フリーター常用就職サポーター(ヤング) ○ ○ 

8 刑務所出所者等職場適応・定着推進員 ○   35 フリーター常用就職サポーター   ○ 

9 高年齢者雇用専門員 ○   36 ジョブクラブコーディネーター ○ ○ 

10 障害者専門支援員 ○   37 若年者雇用アドバイザー   ○ 

11 日系人キャリア形成専門員 ○   38 
就職支援アドバイザー(コーディネータ

ー) 
  ○ 

12 障害者就労支援コーディネーター ○   39 求人開拓推進員   ○ 

13 ビジネスインターンシップ・コーディネーター ○   40 出稼労働者就労支援員（送出地担当）   ○ 

14 
早期就職専任支援員(就職支援ナビゲータ

ー) 
  ○ 41 出稼労働者就労支援員（受入地担当）   ○ 

15 再チャレンジプランナー   ○ 42 職業相談員(外国人等担当) ○ ○ 

16 職業相談員(適職選択支援担当)   ○ 43 日系人就職促進ナビゲーター ○ ○ 

17 個別求人開拓推進員   ○ 44 日系人関係情報管理専門員 ○ ○ 

18 人材確保アドバイザー   ○ 45 職業相談員(地方就職支援担当)   ○ 

19 人材銀行職業相談員   ○ 46 キャリアサポーター   ○ 

20 職業相談員(ハローワークプラザ担当)   ○ 47 
主任就労支援ナビゲーター(生活保護

受給者等) 
  ○ 

21 職業相談員(パートバンク担当)   ○ 48 
就労支援ナビゲーター(生活保護受給

者等) 
  ○ 

22 職業相談員(マザーズ担当)   ○ 49 
自立支援事業職業相談員(ホームレス

等担当) 
○ ○ 

23 子育て支援連携推進員   ○ 50 
自立支援事業職業相談員(住居喪失

不安定就労者担当) 
○ ○ 

24 就職支援アドバイザー   ○ 51 就業開拓推進員(ホームレス等担当) ○ ○ 

25 労働者派遣事業専門相談員   ○ 52 
就業開拓推進員(住居喪失不安定就

労者担当) 
○ ○ 

26 職業相談員(地域職業相談室担当)   ○ 53 有期実習型求人開拓推進員   ○ 

27 季節労働者就労支援ナビゲーター   ○ 計 24 40 

（注）１ 当省の調査結果による。 

   ２ 上記職業相談員のうち、№16 と 17、18 と 19、22 と 23、40 と 41、42～44、47 と 48、49～52

はそれぞれ一つの事業として実施されており、雇用保険二事業として合計 30事業で相談員が置か

れている。 
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７ 雇用保険二事業の目標管理サイクル（ＰＤＣＡサイクル） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）厚生労働省資料による。 

 
８ 平成 20 年度雇用保険二事業の評価の考え方 

 

(注)厚生労働省資料による。 

二事業懇談会（10～11月） 

二事業懇談会（７～８月） 

二事業懇談会（４～５月） 


